
議案第80号

三朝町職員の給与に関する条例の一部改正について

次のとおり三朝町職員の給与に関する条例の一部を改正することにつ

いて､地方自治法(昭和22年法律第67号)第96条第1項の規定に

より､本議会の議決を求める｡

平成12年11月30日　●

三　朝　町　長　　吉　　田　　秀　　光

平成1 2引用30日原審可決
臣ヨ

三崩町議患議長患昇　や

三朝町条例第　号

三朝町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

三朝町職員の給与に関する条例(昭和28年三朝町条例第25号)の
一部を次のように改正するQ

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(以下｢改正部分｣という｡)

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分(以下｢改正後部分｣

という｡ )が存在する場合には､当該改正部分を当該改正後部分に改め､

改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､当該改正後部分

を加える｡

改正後 弌ﾉ�9���

(扶養手当) 忠Wﾙwｸ詹9b��

第9条略 ��c���z｢�

2略 �)z｢�

3扶養手当の月額は､前項第1 �9Wﾙwｸ詹9h,ﾈﾈ隗ｨ,ﾚI����c��

号に該当する扶養親族について 俘h,丼�9h+x.儻ﾙwｹ�Y��,�,(*(,B�
は16,000円､同項第2号から �,ﾓ�bﾃ���隷I:���c(ﾘh*�.r�

第5号までの扶養親族(次条に ��cXﾘh-ﾈ,X,ﾉWﾙwｹ�Y��磯���,��
おいて｢扶養親族たる子､父母 �*�*(,J)Wﾙwｹ�Y��+ﾘ.倡�IX9^｢�



等｣という｡)のうち2人までに

ついてはそれぞれ　6,000　円

(職員に扶養親族でない配偶者
がある場合にあってはそのうち

1人については6,500円､職員

に配偶者がない場合にあっては
そのうち1人については11,000

円)､その他の扶養親族について

は1人につき3,000円とする｡

4　略

(期末手当)

第19条　略

2　期末手当の額は､期末手当基

礎額に､ 3月に支給する場合に
おいては100分の55､ 6月に支

給する場合においては100分の
145､ 12　月に支給する場合にお

いては100分の160を乗じて得

た額(管理又は監督の地位にあ
る職員のうち別に定めるもの

(第20条において｢特定幹部職

員｣という｡)にあっては､ 3月

に支給する場合においては100

分の55､ 6月に支給する場合に

おいては100分の125､ 12月に

支給する場合においては主姓全
の140を乗じて得た額)に､基

準日以前3箇月以内(基準日が
12月1日であるときは､ 6箇月

以内)の期間におけるその者の

在職期間の区分に応じて､次の
表に定める割合を乗じて得た額
とする｡

(表略)

3-5　略

(勤勉手当)

第20条　略

2　勤勉手当の額は､勤勉手当基

礎額に､任命権者が町長の定め
る基準に従って定める割合を乗

等｣という｡)のうち2人までに

ついてはそれぞれ　5,500　円

(職員に扶養親族でない配偶者
がある場合にあってはそのうち

1人については6,500円､職員

に配偶者がない場合にあっては
そのうち1人については11,000

円)､その他の扶養親族について

は1人につき2,000円とする.

4　略

(期末手当)

第19条　略

2　期末手当の額は､期末手当基

礎額に､ 3月に支給する場合に

おいては100分の55､ 6月に支

給する場合においては100分の
145､ 12　月に支給する場合にお

いては100分の175を乗じて得

た額(管理又は監督の地位にあ
る職員のうち別に定めるもの

(第20条において｢特定幹部職

員｣という｡)にあっては､ 3月

に支給する場合においては100

分の55､ 6月に支給する場合に

おいては100分の125､ 12月に

支給する場合においては上里旦_全
の155を乗じて得た額)に､基

準日以前3箇月以内(基準日が
12月1日であるときは､ 6箇月

以内)の期間におけるその者の

在職期間の区分に応じて､次の

表に定める割合を乗じて得た額
とする｡

(表略)

3-5　略

(勤勉手当)

第20条　略

2　勤勉手当の額は､勤勉手当基

礎額に､任命権者が町長の定め
る基準に従って定める割合を乗



じて得た額とする｡この場合に

おいて､任命権者が支給する勤

勉手当の額の総額は､その者に

所属する前項の職員の勤勉手当
基礎額に当該職員がそれぞれそ
の基準日現在(退職し､若しく

は失職し､又は死亡した職員に

あっては､退職し､若しくは失

職し､又は死亡した日現在｡次

項において同じ｡)において受け

るべき扶養手当の月額を加算し
た額に､ 6月に支給する場合に

おいては100分の60 (特定幹部
職員にあっては､ 100分の80)上

12　月に支給する場合においては

100分の　55 (特定幹部職員にあ

っては､ 100　分の　75)を乗じて

得た額の総額を超えてはならな
い｡

じて得た額とする｡この場合に

おいて､任命権者が支給する勤
勉手当の額の総額は､その者に

所属する前項の職員の勤勉手当
基礎額に当該職員がそれぞれそ
の基準日現在(退職し､若しく

は失職し､又は死亡した職員に

あっては､退職し､若しくは失

職し､又は死亡した日現在｡次

項において同じ｡)において受け

るべき扶養手当の月額を加算し
た額に100分の60 (特定幹部職

員にあっては､ 100　分の　80)を

乗じて得た額の総額を超えては
ならない｡

附　則

(施行期日等)

1　この条例は､公布の日から施行する｡

2　この条例による改正後の三朝町職員の給与に関する条例(以下｢改

正後の条例｣という｡)の規定は､平成12年4月1日から適用する｡

(給与の内払)

3　改正後の条例の規定を適用する場合においては､改正前の三朝町職

員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された給与は､改正後の

条例の規定による給与の内払とみなす｡

(委任)

4　前項に定めるもののほか､この条例の施行に関し必要な事項は､別

に定める｡


